





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































原動機馬力数 1，450。OP 製品名 トラック、バス、乗用車
使用電力量 1，600，000kWh（月）
主要
ｻ晶 数　量 1，400台（月）
　　　　　（註）豊田市教育委員会編「豊田市史　九巻　現代』pp。500－01資料より作成する。
　この表に示された、昭和28年（1953年）における挙母工場の工業用水使用量は、月当たり375，
000石≒67，500kfであり、1ヶ月25日操業とすると1日当たり2，700kf（2，700㌧）となる。そして、
以前にみたように、豊田喜一郎氏から月産能力L500台の挙母⊥場の設計を指示された菅隆俊氏
が計画した1日の⊥業用水需要量が3，800kf（3，800㌧）と比べると．この使用量2，700kfはそれ
の71％に相当する水量である。もちろん、挙母⊥場の設計にあたった菅隆俊氏の計爾には将来の
工場拡張を見越した水量が含まれていたことを考慮すれば、月産1，400台に対する⊥業用水2，700
kfというこの使用量は、挙母市に所在する他の事業所に比べると、決して少ない使用量ではなく、
ずば抜けた大量さであり、「トヨタ自⊥の消費量の多いことが⊥業用水の大量需要を物語ってい
る」釧のである。そして、この大量の工業用水は、掘り抜き深井戸によって汲み上げられた地下
水である。
　ところで、この大量に汲み上げられた地下水の工業用水は、それぞれの用途に使用された後、
排水路に集められて．工場の外に向って大量に捨てられていくことになっている。そして．その
排水路は、菅隆俊氏の説明によると、次のような構造で敷設されている。
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「下水のパイプはコンクリート製である。主パイプの直径は72インチで⊥場敷地の中央を通って
北から南へ地下に埋めてある。」嚢2
　すなわち、⊥場敷地内の地面下に埋設された直径72インチ（約180cm）のコンクリート製の下
水パイプを通って、北から南に流れ下った⊥場廃水は、⊥場敷地の外に出ると「論地ヶ原」を水
源とする大谷川に向って放流される構造になっているのである。そして、すでに昭和20年に、そ
の大谷規では増水による堤防決壊が発生する。つまり、「門地ヶ原」から流れ出るかつての自然
流量に合わせて築かれていた大谷川の堤防が、大量の工場廃水が河川に流れ込むようになったた
めに、余分に堤防が傷められ、増水に対して耐え切れなくなり、決壊したのである。その大谷澗
の堤防決壊と汚染問題について、「豊田市史　四巻』は、次のように述べている。
「汚水の問題は、・…　　トヨタ自工の旧地ヶ原進出に伴って、従来農業用水路として利用され
ていた大谷規が排水路として用いられるようになることによって生じた。20年代はこの汚濁に対
しては、それほど強い関心は払われなかったものの増水による堤防決壊については住民からの強
い抗議が行われていた。これに伴い昭和20年12月に、トヨタ自⊥から今後異議申立てをしないと
いう条件でこの改修の負担金を得て、問題の解決に当てている。・…　　」93
　ここにみられるように、工場廃水による水質汚濁はまだ表面化しないまま、現実には大谷川決
壊問題：を負担金支払いというやり方によって．トヨタ自動車と住民農家との間で金銭的解決が図
られている。しかし、従来のままに大量の工場廃水が排出され続けるとするならば、そのような
解決方法は、農業用水路である河規を保守し、農業の生産基盤である水田を維持するための根本
的対策とは程遠いものである。つまり、堤防の改修費用がトヨタ自動車側からの支払によって済
まされたとしても．工場廃水が放流されるかぎり、大谷規と堤防は過大な水量負荷を背負わされ
つづけ、河川の汚染も止まることなく、農業用ため池や水田に廃水が流れ込むのである。そして、
トヨタ自動車は、その後の地元住民からの抗議を遠退けながら、昭和20年代後半には．増産体制
の確立に向けて本格的に動き始めるのである。したがって、増産の進行に伴って、工業用水の需
要量も急激に増加し、同時に、⊥場廃水もさらに増水を重ねることになる。
　さて、ここで、戦後の復興過程おいて、トヨタ自動車工業が昭和20年代後半から30年代を通し
て進めていった生産設備増強計函と進捗状況の概略を辿っておくことにする。94
　戦後の昭和20年代前半は、挙母工場では、月産1，500台を目標とする戦後生産体制の回復に重
点が置かれた経営合理化が進められた。昭和25年（1950年）6月10日に2カ月に及んだ労働争議
が終結した。このとき豊田喜一郎氏はトヨタ自動車工業の社長を退任している。ところが、同年
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6月25日には、朝鮮半島北緯38度線を境に戦火が起こり、国連軍も参戦し、日本での軍需物資の
大量調達によるいわゆる朝鮮特需景気が始まることになる。そこで．トヨタ自動車は1，000台単
位の軍用トラックの受注を取り付け、争議中の5月の304台から8月には1，000台ペースの争議
以前の生産にまで回復する。そして、翌昭和26年（1951年）3月には月産1，500台（1，542台）を
達成することになる。ちなみに、この月産台数1，500台は、豊田喜一郎氏が挙母工場の建設にあ
たって目標とした生産数値である。
　これに前後して、次の発展段階として、昭和26年2月には、従来の2倍の月産3，000台を目標
とした「生産設備近代化5ヵ年計函」（昭和26年4月～昭和31年3月）がまとめられる。なお、
この5力年計画の前半段階が進められていく時期に、もはやトヨタ自動車⊥業の社長を退任して
いたトヨタ自動車工業の創立者である豊田喜一郎氏が昭和27年3月27日に58歳半急逝し、さらに
重ねて、同社設立にあたっての初代社長である豊田利三郎氏も昭和27年6月3日に68歳で逝去し
てしまうことになる。
　さて、「生産設備近代化5ヵ年計画」の後半段階が昭和28年4月から着手され、月産3，000台
を目標とする増産・量産体制の構築が本格的に開始された。そして、昭和31年（1956年）4月に
は月産3，000台（3，199台）が達成され、7月には4，000台を、10月には5，000台を次々と達成す
るに至ったのである。
　次に、そのような月産3，000台生産体制が確立された後、時を隔てることなく、昭和31年6月
には、月産1万台の生産体制を目標とした設備計画（昭和33年10月まで）へと向うことになる。
すでに挙母工場では月産5，000台を実現していたが、その生産能力拡大にも限界があり、この月
産1万台計画を実現するためには、もう一つの新しい自動車組立工場が必要である。すなわち、
その新しい工場が「衣ヶ原」に工場用地を取得して建設された元町⊥場である。元町⊥場の第1
期■1事が昭和34年8月に完了し．12月には、本社⊥場（旧挙母⊥場）と元町⊥場を合わせて月産
1万台が達成された。その後、元町■1；場第2期工事が昭和35年1月に始まり、8月に完了し、i操
業を開始した。
　このように元町」蝪の設備拡張を進めながら、昭和35年7月に、5年後の昭和40年には月産5
万台目標を達成するために、その前半段階として3年以内の昭和38年には月産3万台の量産体制
を確立するという長期生産計函ならびに設備計函がたてられた。そして、昭和38年10月には月産
3万台が達成され、昭和39年10月に月産4万台、昭和41年5月には月産5万台が達成されていく
ことになる。
　このような量産体制の拡充は、さらに次の段階として月産生産能力10万台の設備計画の策定へ
と向って行くことになる。それは、本社工場を起点とし、元町工場に続いて、上郷工場（昭和40
年11月完成）、高岡⊥場（昭和41年12月完成）、三好⊥場（昭和43年7月完成）というように次々
と⊥場建設が行なわれ、工場集積が進められて行くことになる。
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　以上にみたような昭和20年代から30年代のトヨタ自動車工業の増産体制の構築過程を背景にし
ながら、再び．大谷澗問題に立ち返ることにする。「豊田市史四巻』は、さきの引用に続いて．
次のように述べている。
「しかしこの問題は、トヨタ自工の量産体制が確立した昭和30年代にはいるとさらに大きくなり、
昭和36年10月には、・…　　大谷澗や河合池で魚が浮いたりした・…　　。（翌昭和37年になる
と）・…　　住民から、この大谷川・河合池の汚濁問題について市がトヨタ自工と交渉するよう
に要望が出され．4月には河合池のある明和町の住民15人が頭痛・吐き気を訴えたため．豊田保
健所がまずこれに乗り出し、その分析を住民が要望するように呼びかけている。これを受けて、
大谷規沿いの今町の住民が大谷澗の検査を要望したため．保健所の依頼を受けた県衛生研究所は、
鉱油臭があり汚染が進んでいることを報告して、住民の不安をかきたてた。これは6月にはいる
と現実のものとしてあらわれた。集中豪雨によって大谷規が決壊し、渡刈町の深津兵吉氏所有の
田6㌃が油性を含んだ土砂で埋まり、稲作不能になってしまったのである。」轡5
　昭和30年代後半になると、トヨタ自動車による廃水問題は増水問題から汚染問題へと明確化し、
住民による行政機関を通しての改善要望となっていくのであるが、依然として、この大谷規・河
合池の汚濁問題はほぼ10年近く放置されたままとなり、漸く昭和45年（1970年）になってトヨタ
自動車は汚濁対策を講じることになるのである。この点について、「豊田市史　第四巻』は次の
ように記している。
「トヨタ自⊥は、昭和45年に河合池の南半分を汚泥置場に変え、46年には本社工；場内に排水処理
場を設置し、大谷規と河合池の北半分の浄化に努め、48年7月には、47年の公害防止条例の制定
を受け、市との間でようやく公害防止協定を締結したが、まだまだ完全ではなかったといえる。」一幅
　いま、これとの関連で、トヨタ自動車工業の「社史」の中から、トヨタ自動車⊥業による水質
汚濁対策についてみると、次のような記述がある。
　「トヨタ自動車20年史』に綴られた「年表」には「昭和32年12月25日、工場廃水浄水場完成」97
の記載がある。また、「トヨタのあゆみ』（40年史）では、「わが社では．⊥場周辺が農地でもあ
り、水質汚濁対策については特に万全を期してきた。すでに30年代から排水処理を行ってきたが、
その後の生産増加に伴い、45．6年にかけて、本社、元町、上郷．高岡．三好、堤の6工場に
「総合排水処理場』を建設した。また、めっき排水や塗装排水などはそれぞれ個別に処理装置を
設けた。」％と述べられ、「わ・わざ・わだち』（40年史）には、昭和45年8月完成の「本社総合
排水処理場」の写真がのせられている。9轡
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　そこで、トヨタ自動車工業の増産体制構築と工；場廃水汚染問題の関係について、以上に見てき
た経緯をまとめると次のようになる。
　挙母工場が昭和13年に操業を開始し、戦時体制下ではトラックを中心に製造が続けられ、戦後
の昭和22年9月の挙母⊥；場の月産生産能力は．トラック1，500台、小型トラック100台．小型乗
用車50台、自動車部品200台分を保有していた。1⑪。そして、昭和25年からの朝鮮戦争特需景気
によって一挙に生産が回復し、昭和28年からは量産体制の本格的な構築が行なわれ、月産1，500
台体制から一挙に2倍の月産3，000台体制に向けての生産増強計画によって、昭和31年10月置は
目標の3，000台を超えて5，000台を実現するまでに生産強化された。また同時に、月産1万台計函
がすでに昭和31年6月から進められていたのである。その間に、大谷川と河合池は、挙母⊥場か
らの⊥場廃水で汚染され続け．水質汚濁は大幅に進行し、その対策として漸く昭和32年12月に
「工場廃水浄水場」が設けられたのである。その後、昭和34年12月には本社工場（旧挙母⊥場）
と新しい元町⊥場の2⊥場の合計で目標の月産1万台が達成されている。しかし．その頃には、
すでに挙母工場の⊥場廃水浄水場の処理能力は限界に達していたのである。
　続いて、元町工；場の設備拡張の完了により、昭和35年7月には38年達成に向けての月産3万台
体制計画が進み始めたのである。この時期には、⊥場廃水の汚染はすでに浄化処理能力をはるか
に越えており、河規とため池の汚染は止まることはなく、むしろさらに汚染は深まっていたと考
えられる。そして、昭和36年10月には大谷川や河合池で魚が浮きだし、住民には頭痛や吐き気が
起きるほどに廃油で汚染され、ついには昭和37年6月の集中豪雨で大谷規が決壊して．工場から
の廃油が流れ込んだ水田では稲作不能になるという事態が発生するに至っている。しかし、その
後も増産体制は推し進められ、昭和38年10月には月産3万台、昭和39年10月に月産4万台．昭和
41年5月に月産5万台が達成されていったのである。
　昭和40年代に入って．月産生産能力10万台計画による設備増強として次々と新しい⊥場建設が
行われ、本社⊥場（旧挙母工場）はトッラク生産専門の工場となり、生産増強を加速化させるの
である。もはや農業用ため池である河合池は．大谷澗を挟んだ南半分は汚濁に塗れて使用できな
くなったため、昭和45年置は池の南半分が汚泥置場に変えられ、昭和45年8月に本社工場には総
合排水処理場を設置して、漸く大谷規と河合池の北半分の浄化が始められることになった。そし
て、この時期はすでに公害問題が社会的に取り上げられるようになった頃であり、生産工場の廃
水浄化設備は．公害防止対策の社会的要請から必ず設置しなければならない環境設備となっていっ
たのである。
　ここで、さきの「総合排水処理場」の設置について少し触れておきたい。
　すでにみたように、トヨタ自動車は昭和45年から46年（1970年～71年）にかけて、「総合排水
処理場」を本社．元町．上郷．高岡．三好．堤の6⊥場に次々と建設した。昭和45年は、さき
にみたアイシン高丘の吉良工場や愛三⊥業の安城工場が建設された年であり、トヨタ自動車は、
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国際競争市場ではGMとフォードに迫りながら、資本自由化の下での国際競争力を確立するため
に、堤工場の建設によって月産15万台体制、すなわち年産200万体制を構築するに至った年であ
る。棚
　そして、この堤工場では、建設計函時点から「総合排水処理設備」繊を備えた⊥場である。
この設備は、工場廃水を再び自社の工場内で使用するために可能な限り浄化処理を行なうもので、
排水の回収機能をもった設備である。すなわち、ここに至って、国際競争力の確立を背景とした
増産体制の構築は工場用水の彪大な需要量を要求することになり、そのためには地下水や工業用
水を使い捨てる従来の方法ではもはやコスト節減に対応することができない。そこで、すでに使っ
た⊥業用水を回収し、それを徹底的に浄化して、できることならば何度も自らの⊥業用水として
利用しようとする設備を⊥場内に設置することになったのである。つまり、この時期になって．
環境設備の設置が、トヨタ自動車のコスト劇減計算の中に漸く許容されるようになってきたので
ある。
　したがって、このような総合排水処理設備は、トヨタ自動車が自己の利害意識のもとで備えら
れた設備であって、そこに周辺地域の住民に対する環境上の配慮がうかがえるとしても、地域社
会に向けての環境対策はいわば副次的な側面であり、社会的要求を受け入れるギリギリの限界の
中で講じられたものである。つまり、トヨタ自動車にとっては．回双水の比率を最大化すること
によって、⊥場用水のコストを徹底的に節減することが経営合理化の本質に沿った企業行動なの
である。そして．そのような経営合理化的コスト計算にもとづいて．総合排水処理設備が、漸く
昭和45年になって、公害問題が社会的に取り上げられるなかで設置されるようになったのであ
る。
　以上のような視点から、トヨタ自動車工業の挙母工場についてみると、その建設場所を論地ヶ
原の台地に求めることによって、その点では、農地を潰すことなく．不毛の台地の土地生産性を
一挙に高めるという経済効率の向上をもたらした。しかし、そのことが、他方では、論地ヶ原の
台地から汲み上げた地下水を⊥業用水として大量に使い．その廃水を大谷規に流し続けたことに
よって、大谷川と河合池の水を汚濁させ、ついに灌概用ため池である河合池の半分と水田を廃油
まみれにして潰してしまうことになったのである。そこには、河澗汚染の認識と対策が後景に追
い遣られ、自動車増産体制の構築が最優先事項として位置付けられるという企業経営合理化の道
が貫徹する姿をみることになるのである。したがって、⊥場廃水浄化設備もまた経営合理化の一
環として設置されたものであり、地域住民の生活視点から見た真に積極的な環境対策であるとい
うにはまだ程遠いものがあると言える。
　すなわち、ことばを言い換えると、増産体制が水質汚染の原因であるとき、その因果関係の根
底には、現代企業の経営合理化にもとつく原価意識や生産意識がこびり付いているのである。と
ころで、およそ工業生産において、生産量が大量であろうと、少量であろうと、その工場の製造
46 東海学園大学研究紀要　第16号
過程において造り出されたもの一切がその工場の生産物であるという認識が重要であり、また必
要である。すなわち、自動車製造工場であるならば、自動車が生産物であり平等であることは当
然であるが、それと同時に、製造過程から出てきた金属屑や研磨屑、また⊥場から出る煙や廃水、
さらに臭いまでも．これらすべてのものがその工場の生産物であるはずである。⊥場廃水もまた
紛れもなく、その製造工程から出てきたものである。つまり、⊥場にとって都合が良いものだけ
が生産物であるというのではなく、さまざまな屑物も、有毒な煤煙も、汚濁した廃水も、その⊥
；場でつくられ、工；場から出てきた生産物であるはずである。
　そして．このような視点に立って⊥業用水をみるならば、製晶の品質向上への努力と同様に、
⊥場廃水の浄化対策への努力もまた当然にして企業責任の重要な内訳項目になるはずである。お
よそ⊥場廃水の水質浄化とは、論理的には、その⊥業用水を手に入れたときと同様の元の状態に
まで浄化し、それを他のものが安全に使用できるようにして大地に返すことであろう。そのとき、
当然、当該⊥場自体にとっても安全であることはいうまでもない。もちろん．現実的にはその時々
における技術水準の発展による制約があることは言うまでもない。しかし、常に水質浄化の限界
を越えるための技術の向上は必須条件であるべきである。そして、このような考え方こそ、決し
てさきにみた企業内的な経営合理化視点ではなく、それを越えて企業自身をも含めた地域社会の
形成に軸を据えた視点であると言えよう。
　いま、農業生産物をみるとき、稲作は米粒だけを生産物として終るのではない。藁は縄や莚の
材料となり、それを使い尽くしたとき、なおそれで米を炊き、風呂を沸かす燃料にし．その灰は
田圃にもどして肥料にするのである。稲一束を余すところ無く使い切るのである。そこには無駄
なものは一切ない。このことは、林業にも見ることができる。わが国では、古くから、割り箸が
間伐材の端材から作られてきた。使った割り箸はやはり燃料になり、さらに肥料になって土に返
される。水産業でもまた、魚貝や海藻を余すところなく利用しつくし、最後に肥料として田畑の
土に鋤き込んだのである。
　そして、工業においても、このような農業や林業および水産業が身に付けている「ものづくり」
の意識が吸収されるとき、⊥業もまた真の「ものづくり」に到達することができるのではなかろ
うか。つまり、「ものづくり」についてはさまざまな定義があるが、いずれにしても⊥業の「も
のづくり」は、農業、林業、水産業に比べればいまだ新しいものである。したがって、工業自身
にとって都合の良いものだけが⊥業製晶であると独善的に決め付けようとするかぎり、農業・林
業・水産業との健全な産業バランスを保持した工業の発展は困難であろう。そこには、工業製品
に対する製造責任意識や環境意識の希薄さが、依然として残存することになる。
　すなわち、工業において、たとえ不良晶や不具合品であるとしても、その企業の製造工程を通っ
て造られ．その⊥場から出てきたものであるという意味では、まぎれもなくその企業の製造物で
ある。また、製晶化するために要する試作晶が山積みになることがある。この試作品も企業の製
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造物である。完全な製品だけでなく、当然にして、企業はすべての製造物に責任をもたなければ
ならない。したがって．企業にとっての経営合理性の計算範囲に算入しうるものだけに企業責任
を限定するのではなく、その計算の縛外に置かれる不具合品やリコール製晶に対しても徹底した
企業責任を果たすことが求められる。それと同様に、公害防止や環境保全についても、現代企業
はその社会的責任を全うしなければならないのである。
　さて、すでにみてきたように．昭和30年代において次々と生産計函台数を増大させながら量産
体制が確実な足取りで構築された。そして、その増産体制の進展にあわせて、工場を取り巻くイ
ンフラもまた造成・整備されていったのである。そこで、次に．工業集積構築の基盤的なインフ
ラである電力供給システムや地方公共団体による工業用水事業についてみることにする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下、次号に続く）
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